
様式２－８

　　平成１８年３月平成２４年３月

農林水産部長 山 田 義 彦

Ⅰ　総括

1 消費者に選ばれる福井米づくり

・

2 県内一円での園芸生産の拡大

・

3 「福井の食」をいつでもどこでも提供

・

・

4 県民の暮らしと密着した地域農業を守る

・

（平 成 ２４年 ３ 月 末 現 在）

　農作業を応援するアグリサポーターやボランティアによる中山間地域等の農業
生産の継続と農村の活性化を進めました。
　鳥獣被害について、狩猟期間の拡大や金網柵の整備、奥山の針広混交林化な
ど、総合的な対策を実施しました。

　ブランド園芸品目の生産拡大や、水田を活用した大規模園芸を行う集落営農組
織等の育成、企業的農業経営を行う法人等の誘致などを進め、県内一円で園芸生
産を拡大しました。

　都市圏の飲食店等への積極的な外商活動や大手企業との共動活動により、県産
食材の知名度を向上させ、販路を拡大しました。
　新規輸出国を含む東アジア４カ国で福井フェアの開催や見本市への出店等販売
促進活動を展開し、輸出量や輸出品目を拡大しました。

　農産物直売所では県内外の直売所ネットワークを構築し、量販店では生産者と
消費者による「地域産直システム」の取組みを進め、年間を通じた品揃えを充実
しました。
　意欲ある農林漁業者と加工業者等を結びつける「ふくいマート」の開催や、新
しいふくいブランドとなる商品の開発を支援しました。

　県下全域でのエコファーマー化に向け、理解促進や技術指導を行い、認定面積
を拡大し、環境に優しい福井米としてのイメージアップを進めました。
　カントリーエレベーター荷受時に、食味検査に基き区分集荷・販売ができる体
制を６施設で整備するとともに、ＪＡにコシヒカリを出荷する全ての農家の食味
検査と、検査結果に基づく栽培改善指導を行い、福井米の品質と食味の向上を進
めました。

　「福井新々元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２３年７月に知事と合
意をした「政策合意」の実施結果について、次のとおり報告します。

平成２３年度「福井新々元気宣言」推進に係る政策合意の実施結果
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様式２－８

5 県産材の利用拡大

・

・

6 価値ある地魚の消費拡大

・

Ⅱ　「政策合意」項目に係る結果について

・別紙「平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）」のとおり

　地魚の商品力アップの支援や、「若狭ふぐ」や「若狭のさば」のＰＲに加え、
水産会館１階に消費者に役立つ情報を提供する「ふくいの地魚情報館」を開設
し、地魚の販売力の強化、魚食の普及、地魚の購入意欲拡大を進めました。

　ふるさと山林売買監視システムの構築に向け、県庁内の部局を横断する検討会
を開催し、山林売買を事前に把握できるよう、県独自の「ふるさと福井の山林売
買の監視等に関する要綱」を制定しました。
　旧林業公社の経営改善について、外部委員による検討委員会を開催し、分収造
林事業の今後の方向や具体的な経営改善策について検討しました。

　「コミュニティ林業」を進め、新たに１０集落で木材生産組合を設立するとと
もに、「ふくい県産材供給センター」を本格稼動させ、良質天然乾燥材「ふくい
ブランド材」の供給を開始しました。
　緑と花の県民運動を継続し、県民が気軽に山に入り楽しめる環境づくりや、
「花育」講習会によるジュニアフラワーサポーターの養成などを進めました。
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・集落営農組織等へ農地を集積
　農業用機械・施設の導入を支援し、集落
営農組織やプロ農業者への農地集積を進
め、経営を強化します。また、生産条件が
不利な中山間地域等については、複数集落
による組織づくりなど、地域の実情に応じ
た営農体制の整備を市町農業再生協議会と
共動し進めます。

１　新しい方向をひらく農林水産業
◇　農業から食料産業へ
・消費者に選ばれる福井米づくり
　食味検査の実施対象をＪＡにコシヒカリ
を出荷する全農家に拡大し、区分集荷・販
売を行う体制の整備を進め、福井米全体の
食味向上を進めます。また、有機質肥料へ
の転換等を指導して稲作農家のエコファー
マー認定を拡大します。
　ＪＡ等と共動し、県内外で安全でおいし
い福井米の販売促進活動を展開します。

　２３年産コシヒカリについては、これまで進めてきた「さ
つき半ばの適期田植え」や「大粒化」の成果により、１等米
比率は全国１１位の８８％、食味ランキングは昨年に引き続
き「Ａランク」の評価を獲得しました。
　食味検査については、ＪＡにコシヒカリを出荷するすべて
の農家１万３千戸の検査を荷受時に行い、検査結果に基づき
施肥量を減らすなど、栽培改善の指導を行いました。さら
に、荷受時の食味検査に基づいて区分集荷・販売ができる体
制を６施設で整備しました。
　エコファーマー化については、集落座談会等での理解促
進、栽培暦による技術指導を行い、認定面積を１万９千ｈａ
に拡大し、環境に優しい福井米としてのイメージアップを進
めました。
　全国向けの「おいしい！あんしん！福井米キャンペーン」
の実施や関西地区や首都圏でのＰＲイベントの開催など、Ｊ
Ａ等と共動して、県内外において福井米の販売促進活動を展
開しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県農業再生協議会と地域農業推進キャラバンを編成し、市
町や関係機関を対象とした意見交換会を延べ３１回実施し、
地域の担い手の育成・検討を進めました。また、普及指導員
が集落に入り、担い手への農地集積や組織化のための合意形
成が進むようアドバイスするなど、きめ細かな支援を行い、
集落営農組織等の育成や法人化、経営規模の拡大を働きかけ
ました。この結果、農地集積率は６２．６％となりました。
　永平寺町浄法寺地域や勝山市平泉寺地域など、生産条件が
不利な中山間地域では、市町農業再生協議会との共動によ
り、地域の実情に応じた営農体制を提案するなど積極的に農
地集積を進めました。

コシヒカリの食味検査実施農家

ＪＡにコシヒカリを出荷する全農家

水稲のエコファーマー認定面積

１６，０００ｈａ

（平成２２年度末 １１，０６２ｈａ）

集落営農組織等への農地集積率

６２．５％

（平成２２年度末 ６０．１％）

チャレンジ目標 ６３％

コシヒカリの食味検査実施農家

ＪＡにコシヒカリを出荷する全農家

（１３，３２１農家）

水稲のエコファーマー認定面積

１９，４４７ｈａ（８，３８５ｈａの増）

集落営農組織等への農地集積率 ６２．６％

（平成２２年度末 ６０．１％）
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・くだもの産地の育成
　ブドウなど特産果樹の作付けを県内一円
で推進し、県民においしいくだものを供給
できる新産地を育成します。
　また、南越前町今庄地区の柿など古くか
ら地域に根付いている在来くだものの新植
や生産技術の継承を支援し、在来果樹産地
の復活を進めます。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　新しい特産果樹としてブドウの栽培研修会を開催し、三里
浜砂丘地や水田地帯で新たに３産地を育成しました。
　在来果樹については、新植等の支援により産地の復活を進
め、目標を上回る７組織等を育成しました。

・ブランド園芸品目の生産拡大
　「奥越さといも」は、栽培の機械化を進
め、大規模生産を行う集落営農組織を育成
して生産拡大につなげていきます。
　「越前水仙」は、改植や平坦地栽培を拡
大し生産量を増大します。
　「福井うめ」は、園芸試験場が研究開発
している若木養成技術を活用し、多収性品
種への改植を促進します。また、生産者の
加工部門の拡大、収益性の向上を進めま
す。

　戦略品目のウメ、サトイモ、スイカ、ラッキョウ等で販売
額が増加するなど、園芸産出額は１２７億円に達する見込み
です。
　「奥越さといも」は、植付機などの研修会を行い、新たに
大規模な生産を行う３組織を育成しました。
　「越前水仙」は、８．５ｈａで改植を行いました。また、
新たに３戸が平坦地(ハウス)栽培に取組みましたが、１１月
が高温で温度管理が難しく、新規産地全体の出荷量は目標を
下回りました。
　「福井うめ」は、園芸試験場が開発した技術の普及による
多収性品種への改植を進めましたが、事業初年度であり、改
植に踏み切れない農家も多く、改植面積は目標を下回りまし
た。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

園芸産出額 １２７億円

（平成２２年度 １２０億円）

チャレンジ目標 １２８億円

サトイモの大規模な生産を行う集落営農組

織の育成数 ６組織

（平成２２年度末 ３組織）

スイセンの新規産地による出荷本数

２５万本

（平成２２年度 １９万本）

ウメ多収性品種への改植面積 １５ｈａ

新たな特産果樹産地数 ３産地

在来果樹の技術継承者数 ３組織等

（今庄つるし柿・敦賀市のミカン

・おおい町のビワ）

園芸産出額 １２７億円

サトイモの大規模な生産を行う集落営農組織の育成数 ６組織

（３組織の

増）

スイセンの新規産地による出荷本数 ２１万本

ウメ多収性品種への改植面積 １１．４ｈａ

新たな特産果樹産地数 ３産地

在来果樹の技術継承者数 ６組織等
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・新たな野菜産地の育成
　施設整備の支援等を通じて、企業的園芸
を行う農業生産法人等の誘致・育成および
加工業務用野菜の契約栽培産地づくりを県
下全域に拡げます。
　また、水田地帯において、野菜を栽培す
る圃場を数年間固定することで排水性を高
め、大規模に野菜を生産する集落営農組織
等を育成し野菜産地を拡大します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　企業的園芸を行う農業生産法人等の誘致を進め、坂井北部
丘陵地に加工業務用野菜を生産する県外の農業生産法人、美
浜町でイワダレ草を生産する地元建設業者が新たに農業参入
しました。さらには、県外企業が小浜市に進出し、レタスの
植物工場を新設することになりました。
　奥越のキク産地では、栽培面積を８．３haから８．８haに
伸ばすとともに安定して出荷できるよう契約栽培に取り組み
ました。
　水田地帯においては排水対策や栽培用機械の実演を行う研
修会を行い、タマネギ、ネギ、キャベツなどを大規模に生産
する集落営農組織等を新たに５組織育成しました。

・伝統野菜等の生産拡大
　「伝統の福井野菜」は、栽培技術の向上
や地域ぐるみの活動を支援し、生産量を増
加します。
　「くず」等の伝統ある特用林産物は、技
術伝承を担う地域活動団体を中心に研修会
や商品開発を進め再興します。
　また、きのこ等は、生産向上技術に関す
る試験研究を進め、その成果を活用し生産
規模を拡大します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　「伝統の福井野菜」においては、「杉箸アカカンバ」（敦
賀市）や「山内カブラ」（若狭町）などの品目で地域ぐるみ
の復活の取組みが行われ、生産者が３３人増加しました。
　「くず」については「熊川葛振興会」を設立し、技術の伝
承を行うための研修会や資源調査を行うとともに、知名度の
向上を図るため試食会や地元小学生による製造体験会などを
開催しました。
　高浜町の竹については、「竹竹クラブ」による良質材生産
のための竹林の整備や生産技術の向上研修、新たな用途開拓
のための試作品制作などを実施しました。
　きのこ等については、うすひらたけの菌床栽培技術の開発
と実証試験を行いました。
　しいたけ等の小規模生産者を対象に、生産体制強化に向け
た意見交換会を開催するとともに、各種イベントで特用林産
物を販売することで山の恵を県民にＰＲし地産地消を推進し
ました。

企業的農業法人の誘致・育成数

１５法人

チャレンジ目標 １６法人

契約栽培産地の育成数 ７産地

（平成２２年度末 ６産地）

チャレンジ目標 ８産地

水田を活用し大規模に野菜を生産する集

落営農組織等の育成数 ７組織等

（平成２２年度末 ２組織）

存続の危機にある品目（１４品目）の生

産者数 １１０人

（平成２２年度末 ８５人）

しいたけ生産量 ３５０ｔ

（平成２２年度 ３３０ｔ）

存続の危機にある品目（１４品目）の生産者数

１１８人（３３人の増）

しいたけ生産数 ３５１ｔ

企業的農業法人の誘致・育成数 １６法人（３法人の増）

契約栽培産地の育成数 ７産地（１産地の増）

水田を活用し大規模に野菜を生産する集落営農組織等の育成数

７組織等（５組織等の増）
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・東日本大震災で被災された農業者の受け
入れ
　東日本大震災で被災された農業者を、坂
井北部丘陵地内の農業法人へ受け入れ、同
地区の営農支援や技術指導を行います。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　ハローワークや仙台での相談会(8/20：相談者７名)に参加
し、１０月から仙台市出身の１名を坂井北部丘陵地内の農業
法人で雇用しました。

・畜産の後継者育成と経営支援
　畜産業の後継者、新規就農者に必要な生
産施設等の整備を支援し、安心して就農で
きる環境を整えます。
　畜産試験場による若狭牛やふくいポーク
等への飼料米給与試験の成果を活用し、安
全で安価な県産飼料用米の利用拡大を進め
ます。
　家畜伝染病については、農家への防疫指
導など、その発生防止に努め、初動防疫に
必要な資材を備蓄するなど発生時に迅速な
対応ができる体制を強化します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　後継者の育成や生産施設等の整備を支援し、５戸の畜産農
家が規模拡大を行いました。
　県産飼料用米の利用については、利用農家数は２８戸から
３３戸に拡大し、年間利用量も約１．５倍になりました。
　家畜伝染病については、全ての畜産農家に出向き、農場内
の消毒の徹底や防鳥ネットの点検等の発生予防対策を指導し
ました。さらに、万が一の発生に備えて、初動防疫に必要な
資材を備蓄するとともに、防疫演習を３回実施し迅速な初動
対応ができる体制を強化しました。

・就農支援の強化で後継者育成
　「ふくい農林水産支援センター」を就農
希望者の総合相談窓口とし、特に坂井北部
丘陵地では「丘陵地農業支援センター」と
の共動により新規就農者を総合的に支援し
ます。また、県園芸振興センターを活用し
た技術研修を進めます。
　農業法人への就職促進や、後継者のいな
い大規模経営者から就農希望者への経営の
引継ぎなど、「農業経営継承」を積極的に
進め、新規就農者を確保していきます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　新規就農希望者に対し先進農家や園芸振興センターなどの
研修先を斡旋し、栽培技術等の習得を進め、新規就農につな
げました。
　緊急雇用基金を活用した就業支援事業や就農相談会の開催
により、農業生産法人への就職を促進しました。
　「農業経営継承」を進めるため、研修会を開催し、啓発を
図りました。

新規就農者数 ５０人

（平成２２年度 ４０人）

規模拡大を行う農家数 １９戸

（平成２２年度末 １５戸）

飼料用米の利用農家数と利用量

３３戸、６５０ｔ

新規就農者数 ５１人

規模拡大を行う農家数 ２０戸（５戸の増）

飼料用米の利用農家数と利用量 ３３戸、７４０ｔ
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・中山間地域等における農業サポートの支
援拡大
　全国に先駆けて整備した「地域農業サ
ポートセンター」を中心に、農作業支援の
拡大や、企業、大学等と農村地域の相互の
ニーズをマッチングさせることなどにより
中山間地域等の農村地域を活性化します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　農家人口の減尐や高齢化により農業者個人では農作業が困
難な中山間地域等において、地域住民で支え合う体制の整備
を県下全域で進め、これまでに全１７市町に地域サポートセ
ンターを設置し、認定農業者や集落営農組織等を中心にアグ
リサポーターが８４４名登録され、今年度は４４２名のアグ
リサポーターが農作業支援を実施しました。
　池田町の高齢者農家と地元の大豆加工業者、若狭町の梅農
家等と美方高校をマッチングし、農産物の加工を推進するな
ど、農村地域の活性化を支援しました。

・儲かる農林水産業を実現
　集落営農組織や漁業者グループ等の６次
産業化を食品加工研究所が開発した加工技
術や鮮度保持技術を活用しながら促進しま
す。
　意欲ある農林漁業者と加工業者等を結び
つけ、新しいふくいブランドとなる商品の
開発を支援します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

  ６次産業化に意欲のある農林漁業者を対象にセミナーの開
催、施設整備、販路開拓の支援をすることにより、加工等を
行う認定農業者・集落営農組織の育成、県産食材を活用した
新商品の開発を行いました。

◇　暮らしとともに地域農業
・「農ある生活スタイル」の拡大
　全ての小中学校の児童・生徒が農業体験
活動を行えるよう、体験活動を実施する学
校数と地域数を増やします。また、体験交
流型農園の開設など、誰でも気軽に農にふ
れあう環境の整備を支援し、県民の農業や
食に対する理解を深めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　小中学校において、水稲や畑作の体験活動を実施する学校
が２０校増加し、勝山市の市街地など７箇所において米粉調
理体験などが行われました。
　県民の農業や食に対する理解を深めるため、市街地の住民
等誰でも気軽に農を学び体験できるよう、農家等から直接指
導を受けることのできる体験交流型農園の開設を支援しまし
た。

加工等を行う認定農業者・集落営農組織

７８者

（平成２２年度末 ６８者）

県産食材を活用した新商品の開発件数

７７品目

（平成２２年度末 ６２品目）

県産食材を活用した新商品の販売額

６，０００万円

教育の現場で農業体験を行う学校数

２１１校

（平成２２年度末 １９５校）

公民館や児童館で農業加工体験を行う地

域活動数 ７箇所

体験交流型農園の開設 ２箇所

地域農業サポート体制に基づいて農業を

行う集落数 ７００集落

（平成２２年度末 ６７６集落）

企業・大学・ＮＰＯ等地域農業貢献団体数

２団体・地域

教育の現場で農業体験を行う学校数

２１５校（２０校の増）

公民館や児童館で農業加工体験を行う地域活動数 ７箇所

体験交流型農園の開設 ２箇所

地域農業サポート体制に基づいて農業を行う集落数

７０５集落（２９集落の増）

企業・大学・ＮＰＯ等地域農業貢献団体数

２団体・地域

加工等を行う認定農業者・集落営農組織数

７８者（１０者の増）

県産食材を活用した新商品の開発件数

８０品目（１８品目の増）

県産食材を活用した新商品の販売額 ８，３００万円

教育の現場で農業体験を行う学校数（平成２２年度末 １９５校）
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・農業用水の安定供給と効率的な水利用の
推進
　国営かんがい排水事業「九頭竜川下流地
区」の平成２８年春の全線通水を国に強く
働きかけます。
　また、九頭竜川下流域における地域農業
の方向性と具体的方策を示す「振興ビジョ
ン」を策定し、効率的かつ適切な水利用の
実現などを通じ、農業・農村の振興を図り
ます。

・農業水利施設等の保全管理・整備
　基幹的水利施設の機能低下を防ぐ保全対
策と末端水利施設の現状把握、適切な保全
管理・整備を行います。
　農地・水保全管理支払交付金を活用し、
地域の共動による農地・農業用水等の基礎
的な保全管理活動や施設の長寿命化の活動
を支援します。また、生態系保全や景観形
成など農村環境向上のための活動を進め、
地域に残る絆を育みます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　予防保全対策については、新規地区における事業計画手続
きの進捗を早め、計画的に実施しました。
　施設の長寿命化対策においては、共同活動に取り組んでい
る組織および中山間直接払の集落へ事業説明会を開催しまし
た。
　この結果、耕地面積当りの取組率は全国２位（３２．
４％）となりました。

・日本一整備が進んだ農地を守る
　市町と連携し、農業振興地域の整備に関
する法律に基づき、優良な農地の農用地区
域への編入を進め、あわせて農用地区域か
らの除外、転用を抑制します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　全１７市町を訪問し、農業振興地域整備計画の変更、農振
農用地への編入促進、農地の転用の抑制、耕作放棄地の再生
等について、指導および意見交換を行いました。
　公共転用における関係機関の連携を強化するため、８月に
庁内各部局長等および市町農業委員会・農政担当課長へ農地
の転用抑制に関する通知を行いました。
　また、市町による農振除外に係る県の同意基準を平成２４
年度から運用できるよう明確化し、３月末に各市町へ通知し
ました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　「ふくいの農業・農村再生計画」、「福井新々元気宣言」
を踏まえ、５年間のアクションプランとして振興ビジョンを
策定しました。

農業振興地域における農用地区域内の農

地面積 ３８，１８０ｈａ

（平成２２年度末 ３８，１５０ｈａ）

予防保全対策を実施する地区数 ６地区

地域による施設の長寿命化対策

（向上活動）を行う面積

１４，５００ｈａ

農業振興地域における農用地区域内の農地面積

３８，１９０ｈａ（３１ｈａの増）

予防保全対策を実施する地区数 ６地区

地域による施設の長寿命化対策（向上活動）を行う面積

１３，２９６ｈａ

取組率 全国２位（３２．４％）
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・鳥獣害対策の全面展開
　狩猟期間の拡大や、シカの大量捕獲器の
普及等により捕獲数を一層増大します。ま
た、１０、１１月を重点期間として獣肉料
理の試食会や自然環境教室の開催し、鳥獣
害問題に対する県民意識を醸成します。
　山ぎわ間伐や、作業道へネット柵等を設
置する「ふくい型獣害対策管理道」の整
備、さらにはイノシシ・シカの複合被害に
対応する金網柵の整備を進め、農地等の被
害を防ぎます。
　また、企業の森づくり活動による広葉樹
の植栽など、奥山の針広混交林化を進めま
す。
　これらハード・ソフト両面からの総合的
な対策により、早急に鳥獣被害を削減しま
す。

　捕獲対策として、イノシシ・シカの捕獲を効果的に進める
ため、特定鳥獣保護管理計画を変更し、今年度の猟期から狩
猟開始日を前倒し（11/1←11/15）しました。また、捕獲隊員
を増員（４９６名（対前年比４８名増））し捕獲を進めまし
たが、今年は山中で獣の餌となるドングリ等が豊作で、里地
や農地への出没が減ったことなどから、有害獣捕獲頭数は約
７，６００頭にとどまりました。
　被害防除対策として、金網柵の１４０ｋｍをはじめ、計２
０２ｋｍの山ぎわで侵入防止柵、４．５ｋｍの「ふくい型獣
害対策管理道」を整備したほか、山ぎわを中心とした間伐を
実施しました。
　生息地対策として、奥山において「エイ・ダブリュウ・ア
イ エコの森（南越前町桝谷）」、「MAEDAの森（南越前町桝
谷）」、「勝山雁が原の森（勝山市奥山）」など民間企業と
の共動による針広混交林化を８．２ｈａ実施し、獣が奥山か
ら下りてきにくい環境づくりを進めました。
　このほか、獣肉料理の試食会や料理講習会、自然環境教室
を開催し、鳥獣害問題に対する県民意識の醸成に努めまし
た。

〔成果等〕　目標を達成しました。

鳥獣による農作物被害面積 ３９０ｈａ

（平成２２年度 ４２５ｈａ）

有害獣捕獲頭数 １２，０００頭

（平成１６～２２年度の

平均 ６，２５０頭／年）

金網柵、ネット柵、山ぎわ緩衝帯等の整

備延長 １，３００ｋｍ

（平成２２年度末 １，１００ｋｍ）

ふくい型獣害対策管理道の設置延長

７．２ｋｍ

（平成２２年度末 ３．２ｋｍ）

奥山の針広混交林化 １０．９ｈａ

（平成２２年度末 ５．９ｈａ）

獣肉料理試食会参加人数 ３，０００人

鳥獣による農作物被害面積 ２７２ｈａ

（１５３ｈａの減）

有害獣捕獲頭数 ７，６４９頭

金網柵、ネット柵、山ぎわ緩衝帯等の整備延長

１，３０２ｋｍ（２０２ｋｍの増）

ふくい型獣害対策管理道の整備延長

７．７ｋｍ（４．５ｋｍの増）

奥山の針広混交林化 １４．１ｈａ（８．２ｈａの増）

獣肉料理試食会参加人数 ４，０００人
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　食卓に「福井の食」（地産地消、地産
外商）
・「地産地消」を日常に【部局連携】
　県内外の農産物直売所間のネットワーク
や「ふるさと畑」集荷システム、生産者と
量販店による「地域産直システム」をつく
り、品揃えや農産物供給体制を充実し、直
売所の賑わいと消費者と農家の交流を深め
ます。
　「学校給食畑」の設置などを通じ、「毎
日おいしい地場産給食」を子どもたちに提
供します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　県内１９直売所間でネットワークを構築し、「ふるさと知
事ネットワーク」参加県との相互販売やイベントを開催し、
販売額を増加しました。
　生産者と量販店による「地域産直システム」を１０店舗で
実施し、品薄期の野菜等の生産拡大を進めました。
　学校給食における１校あたりの地場産使用品目数は約２４
品目と過去最高になりましたが、使用率は記録的な積雪の影
響で春野菜の生産量が不足し目標を下回りました。

・県産食材の外商促進【部局連携】
　都市圏の飲食店等に対し、積極的な外商
活動(アタック１００）を展開し、県産食
材使用店の拡大と定着を進めます。
　大手企業との共動活動を拡大・強化する
とともに、ふるさと知事ネットワークを活
かし、東京のアンテナショップで特産品の
相互販売を実施するなど、都市圏での県産
食材の知名度を向上させ、販路拡大を進め
ます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　都市圏の飲食業者等１１５店舗を直接訪問、外商活動を展
開し、マンダリンオリエンタル東京や東京ベイコート倶楽
部、ホテル日航大阪のレストランなどとの新たな契約成立に
つなげました。
　ＪＡＬとの連携により、成田空港国際線ＪＡＬファースト
クラスラウンジ、サクララウンジで福井フェアを開催すると
ともに、キリンビールやハウス食品との連携により、越前が
にや越のルビーのテレビコマーシャルの放映を実現するな
ど、県産食材の知名度向上や販路拡大を進めました。
　ふるさと知事ネットワークを活かし、うち９県がふくい南
青山２９１に一堂に会し特産品を販売することで効果的なＰ
Ｒ、販路拡大を図りました。

農産物直売所（年間販売額が３，０００万

円以上の直売所２１店舗）の合計販売額

２７億円

（平成２２年度 ２６．１億円）

「ふるさと畑」等集荷システムの整備

２８事例

（平成２２年度末 ２５事例）

「ふるさと畑」等による販売額

９，０００万円

（平成２２年度 ８，１７１万円）

生産者と量販店との「地域産直システ

ム」参加店舗数 １０店舗

地場産学校給食食材使用率 ３８％

（平成２２年度 ３７．２％）

「学校給食畑」設置数

調理場がある学校の半数 ６３校

（平成２２年度末 ４２校）

飲食業者への売り込みによる契約成立件

数

７３件

（平成２２年度末 ５８件）

農産物直売所（年間販売額が３，０００万円以上の直売所２３店

舗）の合計販売額

２７．５億円

「ふるさと畑」等集荷システムの整備

２８事例（３事例の増）

「ふるさと畑」等による販売額 １３，５１９万円

生産者と量販店との「地域産直システム」参加店舗数

１０店舗

地場産学校給食食材使用率

３６．５％

「学校給食畑」設置数

調理場がある学校の半数 ６３校（２１校の増）

飲食業者への売り込みによる契約成立件数

７５件（１７件の増）
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・県産食材の輸出促進
　県海外事務所と共動し、香港、台湾およ
びシンガポールにおける県産食材の輸出量
と輸出品目を拡大します。また、新たな輸
出国を開拓するため、相手国での福井フェ
アの開催や海外見本市への出展、商談会の
開催など、農業、水産、商工関係団体等と
共動し、海外における外商活動を促進しま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　平成２３年６月、農業、水産、商工関係団体等とともに福
井県食品輸出促進協議会を設立し体制を強化するとともに、
台湾、香港、シンガポールおよび新規輸出国タイにおいて福
井フェアなどを開催し、コシヒカリやそば、花らっきょ、里
芋、甘えび、へしこ、米粉、おかき、麦茶等を販売するな
ど、輸出量と輸出品目を拡大しました。
　初めての海外見本市への出展として、台湾・高雄食品見本
市に出展し、福井県産米を中心として展示・ＰＲし、台湾の
食品バイヤーに直接売り込みを行いました。

◇　森を市場にもっと直結
・山への意欲をひき出す「コミュニティ林
業」
　集落単位の「コミュニティ林業」を推進
し、県産材の生産を拡大させ、良質な乾燥
材「ふくいブランド材」の生産開始とあわ
せ、住宅や店舗、公共施設への県産材活用
を推進します。
　間伐材は、集成材工場等への供給拡大を
支援するとともに、新たな用途である木質
バイオマスを地域ぐるみで利用する体制整
備に向け、学習会等を開催します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　山から木を出すため、集落を単位とし効率的な間伐や主伐
を計画的に進める「コミュニティ林業」を推進し、新たに１
０集落で木材生産組合を設立するとともに、目標を上回る量
の県産材を生産しました。
　昨年度設立した「ふくい県産材供給センター」を核に、良
質な天然乾燥材を「ふくいブランド材」として本格出荷を開
始するとともに、県産材を活用した住宅や商業施設の新築・
リフォームへの支援を行ない県産材の需要拡大を図りまし
た。
　大規模な集成材工場等への間伐材の安定供給を推進すると
ともに、地域での薪ストーブの普及に向け、低コストで間伐
材を搬出する「土佐の森方式」の研修会を池田町、美浜町で
開催し、間伐材の利用を進めました。

東アジアへの県産食材の輸出額

８００万円

（平成２２年度 ６３９万円）

【チャレンジ目標 １，０００万円】

コミュニティ（集落）林業 実施集落数

２０集落

（平成２２年度末 １０集落）

コミュニティ（集落）林業 木材生産量

６，０００ｍ3

住宅１棟あたりの県産材使用率 ３２％

（平成２２年度 ３０％）

県産材を活用した住宅（新築・リフォー

ム件数） ４００件

（平成２２年度 ４０１件）

県産材を活用した店舗等

（リフォーム件数） ３０件

間伐材の供給量 ４７，０００ｍ3

（平成２２年度 ４４，０００ｍ3）

【チャレンジ目標 ５０，０００ｍ3】

東アジアへの県産食材農産物の輸出額 ８０７万円

コミュニティ（集落）林業 実施集落数

２０集落（１０集落の増）

コミュニティ（集落）林業 木材生産量 ８，０９６ｍ3

住宅１棟あたりの県産材使用率 ３２％

県産材を活用した住宅（新築・リフォーム件数） ４２６件

県産材を活用した店舗等（リフォーム件数） ３０件

間伐材の供給量 ４７，２１０ｍ3
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　市町や関係団体との連絡協議会を２回開催し、山林売買に
係る情報収集を行うとともに、山林売買や水源地域の保全に
係る課題について協議を行いました。
　県庁内の部局を横断する検討会を３回開催し、山林の取
得・利用規制のあり方など監視方法の方向づけを行い、山林
売買を事前に把握できるよう、県独自の「ふるさと福井の山
林売買の監視等に関する要綱」を制定しました。
　次年度においては、新たに制定した要綱により監視を行う
とともに、条例化による規制も含めた監視システムの構築を
進めていきます。

・ふくい農林水産支援センター（旧林業公
社）の経営改善
　平成２３年秋までに外部委員による検討
委員会で具体的改善策等を検討し、平成２
４年３月までに経営見直し方針を決定しま
す。

・「緑と花の県民運動」を展開
　「ふっくりんポイント制度」の活用や、
フットパス体験会や林道を活用したイベン
トの開催、林道のビューポイントを整備す
るなど、県民が気軽に山に入り楽しめる環
境を拡大します。
　ボーイスカウト等を対象とした｢花育｣講
習会等により「ジュニアフラワーサポー
ター」を育成し、子どもたちの活動を通じ
家庭や地域が花であふれるふるさとづくり
を推進します。
　自治会や公民館等を構成員とする「緑と
花の県民運動推進協議会」や部局横断の庁
内検討会での検討内容を活かし、緑と花の
県民運動を展開します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　全国植樹祭を契機とした緑と花の県民運動が将来にわたり
続くよう、部局横断の検討会等を開催し、実行体制の強化を
図り、年間を通じ学校と地域が協力して行う花の植栽活動
や、小中学生、企業による植栽活動など、県民が森林や木、
花に関わる活動を展開しました。
　地元活動団体主催によるフットパス体験会や、林道ウォー
ク、フォトコンテストなど様々なイベントを開催し、県民が
気軽に山に入り楽しめる環境づくりを進めました。
　花にあふれた地域づくりの推進のため、坂井市、美浜町の
緑の尐年団を対象に花育の講習会を開催し、ジュニアフラ
ワーサポータを養成しました。

・福井の山林と水源を守る「ふるさと山林
売買監視システム」
　市町や関係団体との連絡協議会の開催を
通じ、山林売買に係る情報収集を行うとと
もに、ふるさとの山林売買の監視や水源地
域を保全していくため、県庁内の部局を横
断する検討会を設け、監視システムの構築
に向けた検討を進めます。

〔成果等〕　引き続き実施します。

　外部委員による検討委員会を３回開催し、分収造林事業の
今後の方向や具体的な経営改善策等について検討を行いまし
た。
　６、７月には土地所有者を対象にアンケート調査を実施し
ました。
　経営見直しに当たっては、森づくりの方向性や債務の処
理、土地所有者との契約など、抜本的見直しに当たって法的
関係も含めた課題が多岐に渡っていることや、他県で新たな
様々な動きも出てきていることから、委員会での検討を半年
程度延ばし、検討に漏れがないよう慎重に見極めながら進め
ていくこととしました。

〔成果等〕　引き続き実施します。

県民運動への参加者数 ４．５万人

（平成２２年度 ４．４万人）

ふっくりんポイント参加者数

４，０００人

（平成２２年度 ３，７７０人）

ジュニアフラワーサポーターの養成人数

５０人

県民運動への参加者数 ４．５万人

ふっくりんポイント参加者数 ４，０７４人

ジュニアフラワーサポーターの養成人数 ６５人
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇　おいしく割安な若狭・越前の地魚
・地魚の販売・流通力強化
　漁業者が行う鮮度向上など地魚の商品力
アップを支援し販売力を強化します。
　漁港や市場の流通改善を支援するととも
に、福井中央卸売市場での「近海今朝(あ
さ)とれ市」の集荷範囲を嶺南まで広げ通
年開催とし、取扱量を増加します。
　水産会館を拠点とした地魚の情報発信や
チャレンジショップの開設などにより、魚
食普及や地魚の購入意識を高めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　漁業者が行う鮮度向上など地魚の商品力アップを支援し、
取扱量を拡大することにより、地魚の付加価値を向上させま
した。
　福井中央卸売市場での「近海今朝(あさ)とれ市」の集荷範
囲を嶺南まで広げ、地魚の流通量と消費の拡大を図りまし
た。
　水産会館１階に「ふくいの地魚情報館」を平成２３年１０
月に開設し、消費者に役立つ情報提供、地魚や県内水産加工
品の販売などにより、魚食普及や地魚の購入意識を高めまし
た。

・県産水産物の加工とブランド強化
　水産加工業者の新商品開発を支援すると
ともに、水産加工品を使った新たなレシピ
を消費者に対して広くＰＲします。
　「若狭ふぐ」は、水産試験場による雌雄
判別技術や梅を活用した疾病対策など養殖
技術の改良を進め、生産量の増大と消費拡
大を進めます。
　「若狭のさば」は、へしこの消費、販路
の拡大とあわせ、「鯖街道」をテーマとし
たイベントの開催などにより、販売力を強
化します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　水産加工会社の商品開発を支援するとともに、「水産加工
品　わたし流おいしい食べ方コンテスト」を開催し、消費者
に対してレシピをＰＲし、加工品の消費拡大を図りました。
　「若狭ふぐ」は、水産試験場による疾病対策などの技術開
発に加え、舞鶴若狭自動車道ＳＡや福井市内のデパート等で
のＰＲにより消費の拡大を図りました。
　「若狭のさば」は、へしこの消費、拡大を進め、イベント
等でのＰＲにより、販売力を強化しました。

漁業者による地魚の商品力アップ取扱量

１，０２５ｔ

（平成２２年度取扱量 ９７７ｔ）

「近海今朝とれ市」の取扱量 ３７０ｔ

（平成２２年度取扱量 ３３８ｔ）

鮮魚店等での地魚コーナー設置数

２００箇所

（平成２２年度 １５４箇所）

【チャレンジ目標 ２２０箇所】

水産物の地産地消率 ６２％

（平成２２年度 ６１％）

新たな水産加工品開発品目 ５８品目

（平成２２年度末 ４４品目）

開発した水産加工品の販売額

３，３００万円

（平成２２年度販売額２，９５９万円）

若狭ふぐの生産量 １０５ｔ

（平成２２年度 ８７ｔ）

へしこ生産数 ８０万本

（平成２２年度 ７４万本）

漁業者による地魚の商品力アップ取扱量 １，０９３ｔ

「近海今朝とれ市」の取扱量 ３７８ｔ

鮮魚店等での地魚コーナー設置数 ２２４箇所（７０箇所の増）

水産物の地産地消率 ６２％

新たな水産加工品開発品目 ５８品目（１４品目の増）

開発した水産加工品の販売額 ３，５４５万円

若狭ふぐの生産量 １０５ｔ

へしこ生産数 ８１万本
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役職 農林水産部長 氏名 山　田　　義　彦

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（農林水産部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・地魚の安定供給
　保護育成場の整備や海底耕うん等によ
り、「越前がに」の資源増加を図ります。
　各種研修会の開催や漁業者グループの活
動支援を通じて、漁業を支える中心となる
浜のリーダーを育成し、漁業経営強化や漁
業後継者の育成、魚食普及を進めます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした

　「越前がに保護育成場」の整備や底曳網漁場での海底耕う
んによる漁場保全を進めました。
　地魚の商品力アップ活動による漁業経営強化、新規就業者
に対する研修・指導による漁業後継者の育成、小中学生に対
する出前講習会による魚食普及を図りました。

　漁家民宿グループを市町単位に規模を拡大し、宿泊と釣り
大会をセット化したメニューによる誘客や、ポイント制の導
入による特典制の実施によるリピーターの確保対策を実施し
ました。

・漁業と観光のトータル化【部局連携】
　漁家民宿グループの規模拡大を行い、教
育旅行等の大口観光客の受入れや、定置
網、釣りなどの体験漁業メニューなどの拡
充を支援し、漁村地域への観光客の増加を
進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

「越前がに」（せいこがに）の資源量

（推定） ８００ｔ

（平成２２年度 ７６５ｔ）

浜のリーダーとなる漁業者育成数

１１２人

（平成２２年度（商品力アップ、後継者

育成、魚食普及）１００人）

漁家民宿の宿泊者数 ４１．１万人

（平成２２年度 ３８．８万人）

【チャレンジ目標 ４３万人】

漁家民宿の売上金額 ３４．６億円

（平成２２年度 ３２．７億円）

「越前がに」（せいこがに）の資源量（推定） ６８７ｔ

（漁獲量 １１６ｔ）

浜のリーダーとなる漁業者育成数 １１２人（１２人の増）

漁家民宿の宿泊者数 ４１．２万人

漁家民宿の売上金額 ３４．８億円
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